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の基準に沿っていると筆者が判断した自治体の仕分けを加え，平成 22 年 11









３ 調査の結果  
（１）社会教育関係事業数の内訳  
86 自治体で仕分けされた事業の結果数 4,421 事業のうち，教育委員会所管
は 713事業が確認され，社会教育関係の事業として抽出した数は 267である。







  分  類  事業数  う ち 首 長 部
局  




公民館運営・事業  ４９  ７    ４８     ４４  
図書館運営・事業  ６７  ４    ６６    ５１  
博物館運営・事業  ５１  １６    ４６    ３２  
青少年教育事業  ５１  １７    ５０    ３５  
社会教育事業  ９８  １３    ９４    ７７  
「家庭教育・婦人教育」  ８    ―     ７     ８  
  合   計  ３２４  ５７    ３１１    １５１  
 
※１多数決で決められた仕分け結果とは別に，仕分け人それぞれの評定も公開されている事業数  


























要改善  現行    計  
公民館運
営・事業  
４  ８  ７  ２９  １  ４９  
図書館運
営・事業  
４  ０  ７  ４７  ９  ６７  
博物館運
営・事業  
３  ２  ８  ３５  ３  ５１  
青少年教育
事業  
１２  ３  ４  ２９  ３  ５１  
社会教育事
業  
１６  ９  ７  ５７  ９  ９８  
(参考 )「家庭教
育・婦人教育」 
３  ０  ０  ５  ０  ８  
社 会 教 育

























４ ,３７６  
(100%) 
※4,421 事業のうち，1 自治体４5 事業の仕分け内訳は不明  
 
(表３ ) 
 公民館  図書館  博物館  青少年  社 会教
育  






5.408 6.542 6.078 4.967 5.476 5.667 5.794 
同上 (各人
の評定 )  




















※ 1 （利用者の）「負担」，「実費」，「受益」，「料」（受講料，有料，無料）  
※ 2 「費」（実費を除く），「コスト」， (行政の )「負担」， (経費・コストの )「削減」    
※ 3 「民間」，「民営」，「指定管理」「委」（「委ねる」，「委託」など），「アウトソーシング」，NPO   





 受益者負担※ 1 経  費※ 2 事業の外部化※
3 
事 業 の 整 理
※ 4 
公民館 (n=44) １６  (36%) ２３  (52%) ２４（55％） １８（41％） 
図書館 (n=51) ３   ( 6％ ) ３０  (59% ) ３６（71％） １１（22％） 
博物館 (n=32) １４（44％） １５  (47% ) １３（41％） ４（13％） 
青少年 (n=35) ９（26％） ２２  (63% ) １５（43％） ７（20％） 









※ 1 「協働」，「ボランティア」，「連携  
※ 2  「 (事業の )評価」，「質」，「調査」，「把握」，「ニーズ」，「分析」，「満足度」，「アンケート」  
※ 3  各分類に共通して「趣味」，「教養」，「利用」，「活用」，「参加」  その外公民館，社会教育
事業：「講座」，「学級」，「活動」，「学習」 図書館：「書籍」，「本」，「図書」，「活動」  博物館：「展
示」，「資料」，「保存」，「保管」  青少年：「体験」，「活動」，「学習」，「宿泊」  
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（表７）「生涯学習に関する世論調査」（平成 20 年内閣府）問 10 の回答割合
との比較  
生涯学習の振興方策（一部略）  回 答 割
合  



























































【本稿は日本生涯教育学会第 31 回大会 (2010.11.27)での発表資料である】 
